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1.目的   

日中韓三カ国環境大臣会合は、北東アジアの中核である日本・中国・韓国の三

カ国の環境大臣が一堂に会し、本地域及び地球規模の環境問題に関する対話を

行い、協力関係を強化するため、1999年(平成 11年)から、毎年開催しています。 
※ TEMM: Tripartite Environment Ministers Meeting 

2.日程 

平成 19年 12月 4日（火）～6日（木） 

3.開催場所 

   富山県富山市・ANAクラウンプラザホテル富山 

4.主な出席者 

日本 鴨下一郎環境大臣 

  中国 李干杰（リ・ガンジェ）国家環境保護総局副局長 
韓国 李圭用（イ・ギュヨン）環境部長官 

5.会議の概要（12月5日） 

会合では、鴨下環境大臣が議長となり、各国の環境政策の進展の紹介、気候

変動問題等の地球環境問題や、黄砂・光化学スモッグ等の北東アジア地域の環

境問題に関する意見交換を行うとともに、TEMM プロジェクトのレビュー、

TEMM の将来のあり方について議論を行いました。議論の主な内容については
以下のとおりです。 
 
（１）セッション 1（各国の環境政策） 

日本から「21世紀環境立国戦略」などについて、韓国から「持続可能な開
発国家戦略」などについて、中国から「環境友好社会の構築のための科学的

発展観」などについて紹介し、意見交換を行った。 
  

第９回日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM※）を 12月 4日（火）～6日（木）、
富山県富山市で開催しましたので、その結果をお知らせします。 
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（２）セッション２（地球規模及び地域の環境問題） 
① 気候変動問題に関して、日本から「クールアース 50」について紹介する
とともに、次期枠組みに関する考えを示した。また、公害対策と気候変動

対策を同時に進めるコベネフィット・アプローチの推進を呼びかけた。さ

らに来年の北海道洞爺湖サミットに向けて、次期枠組み構築への重要なイ

ンプットができるよう協力を依頼した。 
  韓国からは2013年以降の枠組みに関する議論に貢献すること、また、中
国からは今年策定された気候変動国家計画に基づき対策を講じていくこと

など、各国内の取組や考え方について発言があった。 
② 光化学オキシダントについて、日本より、近年の光化学スモッグの発生

状況を説明するとともに、その発生メカニズム解明に向けた研究の開始を

提案し、オゾンに関する既存の知見の共有など、汚染メカニズムの解明や

共通理解の形成に向けて科学的な研究を協力して進めることに合意した。 
③ 日本から生物多様性の保全に関する情報交換の開始及び生物多様性条約

第 10回締約国会議の日本による誘致への支持を求め、中韓両国の賛同を得
た。 
④ 韓国から、化学物質の管理について三カ国の一層の協力強化が呼びかけ

られ、日中両国の賛同を得た。また、2008 年 10 月に韓国で開催されるラ
ムサール第 10回締約国会議への協力が求められ、両国が支持を表明した。 
⑤ 中国からe-waste（電子電気機器廃棄物）に関する協力・連携の強化につ
いて提案がなされ、日韓両国の賛同を得た。 

 
（３）黄砂特別セッション 

日本から本年開催された 2 回の局長会議についての報告を行い、黄砂共同
研究に関する運営委員会の設置とそのメンバーを紹介するとともに、黄砂の

モニタリングと早期警報ネットワークを確立し、黄砂の影響低減策を推進す

るための共同研究の開始について提案した。その結果、来年 1 月、日本にお
いて、作業部会の枠組みなど重要な事項を議論する第 1 回運営委員会を開催
すること、また作業部会を 2008 年前半に開催して共同研究の詳細を決定し、
2008年から共同研究に着手することに合意した。 

 
（４）セッション３（TEMMプロジェクトの報告とレビュー） 

日本から、三カ国合同研修について、テーマを絞り、より集中的に環境行

政の担い手を養成することについて提案がなされた。 
韓国から、中国北西部の生態系保全について中国との共同研究の結果報告

が行われ、日中両国から感謝の意と今後の成果の活用への期待が述べられた。 
中国から、三カ国環境教育ネットワーク（TEEN）について報告が行われ、

環境教育を ASEANにまで広げていくことについて提案がなされた。 



 
（５）セッション４（東アジアにおける TEMMの役割について） 

北東アジア地域の環境協力における本会合の役割などについて議論し、本

会合の重要性について再確認するとともに、本会合が ASEAN を含む東アジ
ア地域の環境保全にも貢献していくことで一致した。 
日本から、TEMMの重要性に鑑み、東アジアサミットで採択された「気候
変動、エネルギー、環境に関するシンガポール宣言」のフォローアップを行

うとの提案がなされ、中韓両国の合意を得た。 
その他、韓国からは、参加する閣僚の範囲の拡大、特別セッションの維持

などについて、中国からは、環境行政に携わる公務員の交流などについて提

案がなされ、意見交換が行われた。 
 

以上のような議論を踏まえ、共同コミュニケ（別添）を採択した。また、次

回の TEMMを韓国で開催することとした。 

6.二国間会談の概要（12月4日） 

 （１）日韓大臣会合（李環境部長官） 
① 温暖化対策について、特に2013年以降の枠組みに関しては、各国の事情
に配慮し、すべての国が参加できるような柔軟かつ創意的な枠組みにする

ことが必要であるとの認識を共有した。 
② 来年韓国で開催されるラムサール条約第10 回締約国会議の成功に向け、
日本の協力を約束した。 
③ 鳥インフルエンザ対策も念頭においた、渡り鳥保護のための協力を進め

るとともに、二国間の渡り鳥保護条約の締結を促進することに合意した。 
④  被害が拡大しつつある黄砂に対して一層緊密に協力していくことに合意
した。 

 
 （２）日中大臣会合（李国家環境保護総局副局長） 

① 現在行われている環境分野の協力の一層の強化について合意した。 
② 日中の戦略的互恵関係の構築に関して、特に公害対策及び地球温暖化対

策に資するコベネフィット・アプローチによる協力を今後展開していくこ

とで合意した。 
③ 中央政府と地方政府の環境保護への取組みが、経済発展にとっても重要

な要素であることについて一致した。 
 
7.環境関連施設視察及び意見交換（12月6日） 
富山市エコタウン交流推進センターにおいて説明を聴取した後、自動車リサ

イクル工場とハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施設を視察した。また、

環境への負荷の小さい富山ライトレールに試乗した。さらに、石井富山県知事

を交えて、地方における環境保全の取組み等について意見交換を行った。 
 



 
第９回日中韓三カ国環境大臣会合 

2007 年 12 月 4-6 日 富山 

 

共同コミュニケ（仮訳） 

 

1． 2007 年 12 月 4 日～6 日に、鴨下一郎日本国環境大臣の招待により、李圭用

大韓民国環境部長官と李干杰中国人民共和国国家環境保護総局副局長は

富山を訪れ、第９回日中韓三カ国環境大臣会合（TEMM９）を開催した。 

 

2． 三大臣は、TEMM８後の各国における環境管理の進展について見解を共有し

た。三大臣は日本の「21 世紀環境立国戦略」、韓国の「持続可能な開発国家

戦略」、中国の「環境友好社会の構築のための科学的発展観」の発表を行い、

明確に環境保護を経済と社会の発展に統合していくものとして歓迎した。 

 

3． 三大臣は、12 月 4 日に発表された「北東アジア環境パートナーシップとやま宣

言」に着目した。これに関して、北東アジア地域の地方自治体、学識者、産業

界が協力を進めることが重要であるとする考え方を共有した。 

 

4． 三大臣は、地球規模及び地域の共通の課題について意見交換を行い、いくつ

かの重要な点について合意した。 

 

5． 三大臣は、国連気候変動枠組み条約及び京都議定書が、国際コミュニティの

気候変動に対応するための法的基礎を提供し、共通に有しているが差異のあ

る責任及び各国の能力の原則を確認するものであることに合意した。三大臣

は、全ての国がこの原則に基づき、気候変動という共通の課題への取り組み

において役割を果たすべきであり、引き続き先進国が先導的な役割を果たすこ

とを強調した。三大臣は、長期的に、気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼ

すこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させると

の共通の目標にコミットした。三大臣はまた、より実効的な 2013 年以降の国際

的な取り決めへの道を開くため、長期的な努力目標としての排出削減目標に

関する共通理解に達するための作業を支持することに合意した。低炭素社会

といったイニシアティブを評価し長期的な国際目標の提案についての努力に注

目しつつ、三大臣は第 13 回国連気候変動枠組み条約締約国会議及び第 3 回

京都議定書締約国会合の成功への支持を改めて強調した。三大臣は環境汚

染及び気候変動に同時に対処するコベネフィットアプローチの推進に同意し

た。 

（別添） 



 

6． 三大臣は、バーゼル条約の目的を達成すべく三カ国が協力を強化することで

合意した。さらに、三大臣は、2007 年 6 月に北京で開催された電気電子機器廃

棄物管理（e-waste）に関する三カ国会議を歓迎し、三カ国の共同の努力により、

特に電気電子機器廃棄物など有害廃棄物の不法な越境移動に対処する必要

性を認識した。 

 

7． 三大臣は、東アジア全体ならびに各国において、循環型社会／環境友好社会

及び資源効率社会のビジョンを共有し、資源生産性を向上していくことが重要

であることを強調した。三大臣は、環境影響を低減し違法な廃棄物の輸出入を

防止するためには、各国が適切な廃棄物管理と３R に優先的に取り組むべき

であることを認識した。 

 

8． 三大臣は、ストックホルム条約の要件を満たすために協力することが重要であ

ることを認識し、条約の枠組みの下での POPs の政策に関する情報共有が有

用であることを認識した。また、三大臣は、化学物質管理に関する情報交換の

進展や、2007 年 11 月に東京で開催された第一回日中韓における化学物質管

理に関する政策ダイアローグの成果を歓迎した。三大臣は、このダイアローグ

を通じて、化学品の分類および表示に関する世界調和システム（GHS）への対

応、製品に使用されている化学物質に関する情報共有といった、化学物質管

理に関する更なる協力と協調の可能性を探ることを奨励した。 

 

9． 三大臣は、黄砂特別セッションにおいて、北東アジアの黄砂がこの地域の国々

にとって共通の課題になっていることを認識した。三大臣は、2007 年 3 月に韓

国で、9 月に日本で開かれた 2 回の黄砂に関する三カ国局長級会議の成果を

評価した。また、北東アジア地域における人材育成及び地域黄砂モニタリング

のためのモニタリングデータの共有を進める ADB-GEF 黄砂地域技術支援プロ

ジェクト（RETA）を実施する取組を歓迎した。三大臣は、作業部会の枠組みな

ど重要な事項を議論する第一回運営委員会を 2008 年 1 月に日本で開催する

ことに合意し、黄砂のモニタリングと早期警報ネットワークを確立し、黄砂の影

響低減策を推進するための黄砂に関する共同研究を、資金の状況を踏まえ、

協調的な方法で開始することとした。さらに、作業部会を 2008 年前半に開催し

て共同研究の詳細を決定し、2008 年から共同研究を開始することで合意した。 

 

10．三大臣は、三カ国が生物多様性を保全し、生物多様性に関する2010年目標を

達成するために具体的な活動を継続することを確認した。これに関して、三大



臣は、2008 年に韓国で開催される第 10 回ラムサール条約締約国会合の成功

のための協力を実施し、日本が2010年の第 10回生物多様性条約締約国会合

を招致することを歓迎した。 三大臣は、生物多様性保護戦略およびアクション

プラン、並びに保護地域に関する情報を共有する必要性を認識し、東アジア地

域での生物多様性保全のために、可能な共同活動に向けて緊密に協力するこ

ととした。 

 

11．地域の大気汚染に関して、三大臣は、東アジア酸性雨モニタリングネットワー

ク（EANET）及び北東アジア長距離越境大気汚染（LTP）に関する共同研究の

活動を推進することを再確認した。光化学オキシダントの問題については、三

大臣は、オゾン汚染のメカニズムの解明や共通理解の形成に資するよう、既

存の調査結果の共有など科学的な研究について協力することに合意した。 

 

12．海洋ゴミについて、三大臣は、北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）及びそ

の漂流・漂着ゴミに関する活動(MALITA) の枠組みにおける、三カ国による共

同の取組を評価した。また、漂流・漂着ゴミに関する活動について、NOWPAP

の下での北西太平洋の海洋・沿岸環境の保全と同様に、効果的で具体的な、

更なる協力が重要であることを認識した。 

 
13．水管理について、三大臣は、地域の水環境の保全と管理における三カ国の協

力の重要性を認識した。この点について、三大臣は、アジア水環境パートナー

シップ（WEPA）フォーラムおよびワークショップを通じた水環境管理のガバナン

スの強化を目的とする、水環境保全に関する情報プラットフォームの提供及び

人材育成といった活動を評価した。 

 

14. 三大臣は、地域の環境問題への対応を支援するため、北東アジアでの共同研

究を推進することの重要性を認識した。この点について、三大臣は、日本の国

立環境研究所、韓国の国立環境研究院及び中国の環境科学研究所で構成さ

れる三カ国環境研究機関所長会議（TPM）によって推進される連携の進展を歓

迎した。 

 

15. 三大臣は、結果を重視しつつ効率的かつ効果的に TEMM プロジェクトが実施

されていることを認識した。三大臣は、中国北西地域における生態系保全に関

する最終報告について感謝の意を表した。三大臣は、三国間環境教育ネットワ

ーク（TEEN）の重要性を再確認し、三カ国の環境教育政策及びプログラムを強

化する観点から情報交換を開始し、特に TEEN を通じて高等教育に焦点をあて



ていくこと確認した。三大臣は、グリーン購入の展示会開催、エコラベルの共通

基準の構築業務の強化、企業の環境マネジメントについてのコミュニケーショ

ンの実施、及び環境産業・技術の推進という 4 つの取組の進捗を賞賛した。 

 

16. 三大臣は、TEMM への貢献を再確認し、北東アジアにおける地域環境協力の

推進と持続可能な開発の達成に、TEMM がより重要な役割を果たすことを示し

た。 さらに、三大臣は、TEMM が ASEAN＋３及び東アジアサミットに貢献して

いくことで一致した。これに関して、三大臣は、気候変動、エネルギー及び環境

に関するシンガポール宣言をフォローアップすることを再確認した。 

 

17. 三大臣は次回の TEMM が韓国で開催されることに同意した。時期及び開催地

は主催国が提案し、その後中国と日本が確認する。 

 

18. 三大臣は、今年の会合が実りある成果を収めたことに満足の意を表した。李大

臣と李副大臣は、鴨下大臣及び開催国日本と、富山県の支援に対して感謝の

意を表した。 
 
  

鴨下一郎 

環境大臣 

日本 

 

 

 

李圭用 

環境部長官 

大韓民国 

 

   

李干杰 

国家環境保護総局副局長 

中華人民共和国 

 
 


